
○議長（鳥居直記君） 出席議員半数以上でありま

す。これより議事日程第３号により本日の会議を

開きます。

日程１

市政一般質問

について、前日に引き続き市政一般質問を行いま

す。５番柳川八百秀議員。

〔柳川八百秀君登壇〕

○５番（柳川八百秀君） おはようございます。

質問通告に従い、順次、質問させていただきま

す。

今、長崎港には、夜はライトアップされ、白い

巨体で浮かぶ大型豪華客船「ダイヤモンド・プリ

ンセス」よりはるかに巨大な、そして大きな42万

の乗員・乗客を乗せた「長崎丸」の船長である伊

藤市長は、２期目の総仕上げの年である今年度の

施政方針の中に「ソフト事業日本一」の推進を掲

げられております。

そこで、まず最初に、「ソフト事業日本一」の

推進についてお伺いをいたします。

平成12年に策定した長崎市第三次総合計画の期

間も半ばに差しかかったことしの施政方針は、

「2006年春・こんなにかわる長崎」や「夢づくり

事業」など未来に向けた施策、そして「ソフト事

業日本一」の２つの柱を中心に市長の方針が表明

されたような気がいたしております。

そこで、平成14年度の施政方針の中で、伊藤市

長は、長崎市第三次総合計画の施策の分野に沿っ

て、合計で762のソフト事業を他都市に先駆け、

長崎市独自の施策、長崎方式の制度を高め、ソフ

ト事業日本一を推進するとの考えを述べられまし

た。ソフト事業の考え方については、それぞれの

考え方があるというふうには思っておりますが、

このことは、厳しい財政状況の中での行政運営の

新しい手法として、行政がソフト事業を中心にシ

ステムや仕組みを確立して、事業推進に多くの組

織や団体の参加でより効率的なスリムな行政機構

を目指しながらも、きめ細かな行政運営を推進し

ていくという意味も有するのではないかというふ

うに思っております。

今回、施政方針で述べられたソフト事業日本一

の考え方、どのような視点で進められるのか。ま

た、長崎方式とはどのようなことなのか、お伺い

をいたします。

２点目の質問については、中学校完全給食のソ

フト事業の展開についてですが、ソフト事業日本

一の考え方をお聞きしまして、自席から質問をさ

せていただきたいと思います。

次の質問は、新市立病院建設についてお伺いい

たしますが、新病院の建設については、今日まで

の長い検討経過の中で、議会での特別委員会での

審議などを経て、平成10年に出された市立病院基

本計画や平成13年の市立病院検討懇話会の報告な

ど、今日まで幅広い論議が尽くされ、相当の検討

がされ、その経過の中で現在に至っていることも

十分承知し理解しております。

また、伊藤市長がさきの３月議会の同僚の陣内

議員の答弁の中で、「市民の大方の考えは、長崎

に２つの病院は要りませんよね。やはり１カ所で

ちゃんとした病院がいいですよね｣ と、一般市民

の意見や、ここ何年間かで方向づけされるとの考

え方についても触れられておりますが、あえて、

建設について質問をいたします。

それは、新病院建設には、他都市の例でも具体

的な建設計画が決定し建設に入り、開院・オープ

ンまでは相当の年月を要し、早くても５、６年が

かかっております。このようなことを考えると、

早急に具体的な建設計画に着手し、建設に向かっ

て具体的に進む時期ではないかというふうに思っ

ておりますが、市長の現在の考え方をお聞かせく

ださい。

次に、漁港管理条例についてお伺いをいたしま

す。

長崎市の管理する漁港施設にプレジャーボート

などの利用がふえる中で、公共施設としても、こ

のようなニーズに応えていく必要があり、プレジャー

ボートなどの利用が可能な漁港施設を指定して、

維持管理や不法係留等の防止を図る目的で漁港管

理条例の改正を行い、平成９年４月１日付で施行

しました。このことでプレジャーボートなどの所

有者は漁港管理条例に基づき届け出をして係留施

設の利用料金を支払い、漁港施設の利用ができる

ようになりました。平成９年より実施しましたの

で、５カ年が経過しましたが、改正の目的が果た

されたのか、条例改正後の状況と利用状況につい

てお伺いをいたします。
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また、このことは、県内でも長崎市が先行して

実施しましたが、その後の県内の状況についても

お伺いをいたします。

次に、長崎港内の港湾施設にもプレジャーボー

ト等の係留が見受けられますが、長崎港内の係留

については、どのような取り扱いがなされている

のか、お伺いをいたします。

最後の質問ですが、南部地区の交通網の整備に

ついてお伺いをいたします。

高速交通体系の整備では、長崎多良見インター

から市内早坂町までの延伸、出島バイパスなど、

平成15年度の完成へ向け、精力的に整備が進めら

れております。また、30分交通圏の整備では、女

神大橋線など市内の主要な地域をおおむね30分で

移動できる放射環状型交通ネットワークは大いに

期待しておりますが、南部地区の幹線道路、国道

499号の拡幅もまだまだ完成にはほど遠いような

気がいたしております。外環状線の上戸町インター・

南柳田への延伸計画などは、どのように検討され

ているのか。

また、県道深堀三和線の改良工事は進んでいる

のか、それぞれの状況についてお伺いいたします。

以上で本壇よりの質問を終わります。

＝（降壇）＝

○議長（鳥居直記君） 市長。

〔伊藤一長君登壇〕

○市長 (伊藤一長君) 皆さん、おはようございま

す。

柳川八百秀議員のご質問にお答えをいたしたい

と思います。

まず、ソフト事業日本一の取り組みについてで

ございます。

ソフト事業日本一につきましては、本年３月の

市議会定例会におきまして、施政方針の中で述べ

させていただいたところであります。

私は、長崎市第三次総合計画で定めた目指すべ

き都市像「活力と潤いにあふれ、歴史がいきづく

交流拠点都市・長崎」の達成に向けては、行政経

営の基本方針といたしまして、「未来への投資」、

そして「安心して生活できる基盤づくり」の２つ

の視点が重要だと考えているところでございます。

ソフト事業日本一は、未来への投資の中で、平

成18年を見据えたハードを中心とした夢づくり事

業と並んで位置づけているところであります。ソ

フト事業日本一は、第１に、全国画一ではない長

崎市独自のソフト事業の展開、第２に、夢づくり

事業にあわせたソフト事業の充実、第３に、市民

本位のよりよいきめ細やかなサービスの提供を意

味しております。

ソフト事業の具体的なものといたしまして、被

爆地としての被爆体験を長崎に住む、あるいは訪

れる青少年が平和を学び、考え、そして行動につ

ながるような学習の拠点づくりとしての「平和学

習プログラム事業」、また、斜面都市長崎ならで

はの長崎市独自の移送支援サービスを行う「介護

サービス事業」、発見と発信をキーワードといた

しまして、長崎の魅力の掘り起こしと情報発信に

努めます「長崎の魅力発信事業」、日本一のペン

ギン飼育の実績を十二分に生かしたペンギンなら

長崎を全国へ発信する「長崎ペンギン水族館の充

実策」などがあり、柳川議員ご指摘のように、合

計で762本のソフト事業となっているところでご

ざいます。

これらのソフト事業の選定を行うに当たりまし

ては、限られた財源の中で、市民の皆様のニーズ

を的確に把握しながら、あわせて長崎市が持つ独

自の地域性、歴史性等を考慮いたしまして、質の

高いきめ細やかな行政サービスを考えた結果、こ

のようなソフトの数となったところでございます。

ソフトの数、また、きめ細やかな行政サービス

の内容を持つソフト事業は、私は日本一ではなか

ろうかというふうに考えているところでございま

す。

また、ソフト事業日本一の実行に当たりまして

は、未来への投資という視点を常に念頭に置きな

がら進めているところであります。

かねてより、私は、「オンリーワンのまちづく

り」を基本政策として長崎方式で推進してきたと

ころでありますが、長崎方式とは、他都市に先駆

け、本市が持つ地域性、歴史性等を生かした長崎

市独自の施策を推進する姿勢であると私は考えて

おります。また、本年度より、事業の成果を検証・

評価する政策評価システムの導入を図っていると

ころであります。

そこで、ソフト事業につきましても、本システ

ムにより目的の妥当性、有効性及び効率性の観点
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から、常に市民の視点に立って厳しく自己点検を

行うとともに、民間活動との適正な連携あるいは

調整にも努めてまいらなければならないと考えて

いるところでございます。

今後は、この政策評価システムを重点的に活用

し、ソフト事業日本一がさらによりよい質の高い

ものとなるように市政の運営に取り組んでいきた

いと考えております。

次に、新市立病院の件についてお答えをいたし

ます。

柳川議員ご指摘のとおり、新市立病院建設に関

しましては、これまで長い経過がございます。平

成５年３月には、市民病院及び成人病センターを

廃止し、21世紀にふさわしい新たな市立病院を建

設するための市立病院建設基本構想を策定し、平

成10年３月には、新市立病院が果たすべき役割あ

るいは規模等について、基本的な考え方を示した

市立病院基本計画を策定したところであります。

また、平成12年５月には、市民の各界各層の皆様

方からなります新市立病院建設検討懇話会を設置

させていただきまして、この基本計画について多

角的な再検証を行っていただきました。

一方、市議会におかれましても、平成７年７月

以降、三度にわたり、新市立病院に関する特別委

員会が設置をされました。公的病院のあり方や新

市立病院に求められる機能について、鋭意、調査

検討が行われたところであります。私といたしま

しては、新病院の機能につきましては、これらの

ご意見を賜る中で、ほぼ集約されたものと考えて

おります。

そこで今後は、建設の場所、病院の規模、建設

の手法など具体的な検討を加えながら、早期に新

市立病院へとつなげていく必要があると考えてお

ります。しかしながら、片や多額の累積債務を抱

えている病院の現状を考えますと、まずは現病院

の経営健全化を議会のご指摘等も踏まえながら早

急に進めることが最も重要なことであるとの認識

から、現在、経営健全化五カ年計画の推進に全力

を傾注しているところでもあります。

おかげをもちまして、平成12年度及び平成13年

度の決算におきましては、単年度収支で若干では

ございますが、黒字を出すことができたところで

ございます。

しかしながら、病院経営を取り巻く環境は、本

年４月からの大幅な診療報酬引き上げに加え、本

年10月からは老人医療費の自己負担額の一部引き

上げ、さらに、平成15年４月からは一般医療費自

己負担率の一律３割への引き上げが予定されてお

りまして、これに伴い、患者数の減が予測される

など、今後より一層厳しくなるものと予測され、

私どもといたしましても、これで一段と気を引き

締めて経営の安定化に取り組んでいかなければな

らないと決意をいたしているところでございます。

経営健全化五カ年計画はまだ緒についたばかり

ではあり、しかも、ただいま申し上げましたよう

に、今後ますますこの医療業界を取り巻く情勢は

厳しい状況が予想されることから、これからも一

生懸命に頑張りながら努めてまいりたいというふ

うに思います。しかし、そうは申し上げても、先

ほど前段で申し上げましたように、新市立病院の

建設につきましては、議会の皆様方の議論、また、

医療界を初め市民の各界各層の議論、大体ほぼ集

約されたんではなかろうかなというふうに私も理

解をしております。

そうしますと、かつて成人病センターの背後地

に相当な市の土地があるということも含めて、議

会の皆様方にご相談をさせていただきましたが、

やはり交通アクセスとか、あるいは周囲に大型の

病院があるとか、いろんな問題等々がございまし

て、適地ではないということ等、これまでの経過

等を含めましたら、やはり大局的な立場で、ある

意味では、ご存じのように市民の生命・財産を預

かります中央消防署の建て替え、大水害から20年

ということも含めて、施設も老朽化しております

し、市民にとって一番大切な機能でございますの

で、この建て替えも検討委員会が本格的に今、議

論に入っております。恐らく近いうちに方向づけ

が出てくるだろう新市立図書館の建設にいたしま

しても、場所は決まっておりまして、あとは中身

の規模の問題がこれからの検討事項になります。

そうなりましたら、この新市立病院の建設とい

うのが、恐らく私はそんなにもう長くは、決定を

しましても、議会の皆様方、また、関係者の皆様

方のご理解を得て、場所の選定の決定がいたしま

しても、基本計画と実施計画等々を含めたら相当

の年月がかかるわけでありますので、経営健全化
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の努力をしながら、やはりこの新しい病院の目途

を定めるということは、私は最もこれからの長崎

市政にとっても、合併の問題も一定の今、第一段

階が目途がつきつつありますので、まだ確定では

ございませんけれども、そうなりましたら、いわ

ゆる病院をどこの場所にした方がいいというのは、

私はそう遠くないうちに関係者の方々と協議をし

ながら一定の着地点を見出さなければならないの

ではないかというふうに考えているところでござ

います。

以上、本壇よりの答弁といたしたいと思います。

他の件につきましては、それぞれ所管の方から

お答えをいたしたいと思います。＝（降壇）＝

○水産農林部長 (井上 功君) 質問３点目の長崎

市漁港管理条例についてお答えさせていただきま

す。

漁港における漁船以外の船舶、いわゆるプレジャー

ボート等の利用につきましては、市民の余暇時間

の増大による海洋性レクリエーションの普及に伴

い、漁港整備時には想定されなかったプレジャー

ボート等の利用が増加し、無秩序な放置や係留に

よる漁業者とのトラブルなどが問題となってきた

ことから、平成６年に水産庁から利用のあり方に

ついて通達が出されました。

本市におきましても、通達に沿って種々検討し、

漁業生産活動を阻害しない範囲でのプレジャーボー

ト等の漁港利用を骨子とする長崎市漁港管理条例

の改正を平成８年12月議会におきましてご審議を

いただき、平成９年４月１日より施行したところ

でございます。

条例施行から丸５年を経過し、改正の目的であ

りますプレジャーボート等の無秩序な放置や係留

による漁業者とのトラブルは、係留場所の区分を

明確にすることから漁港によりましては少なくなっ

ておりますが、いまだ不十分な漁港もありますの

で、今後とも漁協と協力し、現地巡回等の指導強

化を図り、適正な漁港の管理に努めてまいりたい

と考えております。

次に、条例改正前と改正後の長崎市内在籍プレ

ジャーボート等の隻数につきましては、社団法人

日本小型船舶検査機構の統計によりますと、条例

改正前の平成８年度末が2,890隻で、平成13年度

末の隻数は187隻減の2,703隻となっております。

また、長崎市が管理しております６漁港のプレジャー

ボート等の隻数につきましては、条例改正前と比

較して総隻数の増加はありませんが、漁港の基本

施設が整備された利便性の高い停泊地につきまし

ては係留希望者が多く、また、漁業者の活動拠点

であることから、プレジャーボート等の係留可能

な場所は限られることもあり、収容隻数に余裕が

ない状況にあります。

次に、県内漁港でプレジャーボート等の利用に

ついて、漁港管理条例に規定し適用している県下

市町村の状況につきましては、市町村管理の漁港

がある市町村59団体のうち55団体が条例に規定し

適用している状況であります。

次に、長崎港内のプレジャーボート等の係留に

つきましては、長崎港域の一部が漁港区域と港湾

区域との二重指定になっており、場所によりまし

て適用される県条例が異なっております。湾奥部

の丸尾、旭町、尾上地区の漁港施設に係留する場

合は、長崎県漁港管理条例に基づく漁港施設の使

用許可手続きと使用料金納付が必要であり、それ

以外の港湾施設に係留する場合は、長崎県港湾管

理条例に基づく港湾施設の使用許可手続きと使用

料金納付が必要となります。

以上でございます。

○都市計画部長 (松本紘明君) 南部地区交通網の

整備状況についてのうち、長崎外環状線の上戸町

インターから柳田インター間等の未施工区間につ

きましては、国土交通省、長崎県、長崎市等で構

成する長崎県幹線道路協議会の中で、国、県、市

の役割分担や整備手法等について具体的に検討し

てまいりたいと考えております。

次に、一般国道499号は、長崎半島地域を縦断

する幹線道路であり、交通混雑の緩和や沿道環境

の改善等を図ることを目的に、江川町から平山町

間、延長約2.5キロメートル、幅員25メートルを

竿の浦工区として、平成21年度の完成を目標に県

の道路事業として整備中であり、平成13年度末の

進捗率は約55％であります。

一般国道499号の拡幅整備を促進するため、三

和町、香焼町等の周辺の各首長及び議長で構成す

る一般国道499号道路整備促進協議会を設立し、

本市が先頭に立って国や県へ早期完成へ向けて積

極的に働きかけており、本年も県や国等に要望を
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行っているところであります。しかしながら、県

の道路事業の予算が国道324号出島バイパスや女

神大橋線等の大型事業に重点配分されており、国

道499号の大幅な予算確保は厳しい状況にござい

ます。

本道路が南部地域唯一の幹線道路であり、その

必要性を十分認識しておりますので、今後もあら

ゆる機会をとらえて、事業主体であります県に対

して早期完成を働きかけてまいりたいと思ってお

ります。

次に、県道深堀三和町線は、深堀６丁目から三

和町の市境までの延長1,980メートル、幅員８メー

トルから10メートルを大籠工区として、平成19年

度完成を目標に整備中であります。平成13年度末

の進捗率は約56％であります。

また、深堀漁港付近の深堀６丁目から５丁目間

の拡幅計画につきましては、平成10年度に地元説

明会を行い測量に着手したものの、地権者の同意

が得られなかったことや、深堀地区連合自治会か

らの工事着手延期等の要望があったことから、県

においては、地域の総意が得られるまで整備を見

合わせている状況でございます。

以上でございます。

○５番（柳川八百秀君） ただいまそれぞれご答弁

をいただきましたので、先ほど通告で残しており

ました質問について、質問をさせていただきたい

と思います。

今、伊藤市長の方からソフト事業日本一の考え

方についてご答弁をいただきましたが、私自身、

明快に「ああ、なるほど、そうなのか」というと

ころまで理解できませんでしたけれども、市長の

行政運営の姿勢をソフト事業日本一と表現された

というふうに思っております。考え方と視点につ

いて答弁をいただきましたので、具体的な762項

目の中に出てきております、今年度作成されまし

た「平成14年度予算の姿」、この資料で主なソフ

ト事業一覧表の中に、第三次総合計画の「人間性

を育む個性豊かな国際平和文化都市｣ の項目にな

ると思いますけれども、新規として、中学校完全

給食実施事業で具体的なソフト事業の展開につい

てお伺いをいたしたいというふうに思います。

この中学校の給食導入は、伊藤市長就任時の公

約の一つではなかったかなというふうに思ってお

りますが、平成８年に検討懇話会が設置されまし

て、その答申を受け、モデル校５校で給食を実施

し、いろいろな問題とか課題はありましたけれど

も、現在の食缶方式による配送で暖かい給食を生

徒に提供すると、このシステムを確立したという

ふうに思っております。

このことは給食のソフト部分、仕組み、システ

ムが決定し確立したので、あとはコストも十分に

考えて、より効率的に、全校にスピードを上げて

いかに展開していくかということだと思っており

ます。

このようなことが具体的なソフト事業の展開で

はないかなと思っておりますけれども、一方では、

早く展開していく上ではハードの整備も大変重要

なポイントではないかというふうに思っておりま

す。

そこで、２学期も始まりまして、９月１日から

新しい５校についても実施され、残りは、中学校

は16校が残るのではないかなというふうに思って

おりますけれども、この未給食実施の16校の今後

の導入スケジュールについて、まず１点お伺いを

したいというふうに思います。

それから、導入する方式の関係でもお聞きした

いと思いますけれども、民間委託、親子方式の２

方式で導入をいたしておりますけれども、今後の

この16校の導入について、それぞれ民間委託、親

子方式、どのような数になるのか、お伺いをいた

したいと思います。

そしてまた、先ほども申しましたように、コス

トも十分考えた上での導入を図っていく必要があ

ると思いますので、現在、導入しております給食

の関係で、民間委託のコストと親子方式のコスト、

こういうところも大事だと思いますので、現状の

１食当たりのコストの比較についてもお尋ねをさ

せていただきたいというふうに思います。

まず、ソフト事業日本一の関係をよろしくお願

いいたします。

○教育長 (梁瀬忠男君) 中学校完全給食へのソフ

ト事業の展開というご質問にお答えをいたします。

中学校完全給食につきましては、平成13年１月

から平成14年３月まで、民間委託による弁当箱配

送方式、いわゆるデリバリー方式により４校、小

学校で調理した給食を中学校へ配送する親子方式
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により１校で試行をし実施してきましたが、途中、

子どもたちから「冷たい」「おいしくない」といっ

た意見とともに、髪の毛等の異物混入等が続き、

平成14年１月から徐々に保温食缶を多く使ったメ

ニューへの改善を図ってまいりました。

平成14年４月からは、試行の結果を踏まえ、弁

当箱配送方式を保温食缶方式とし、親子方式の給

食とほぼ同じ方式で実施しており、現在では良好

な状況で実施ができております。

また、本年度の２学期からは、新たに保温食缶

配送方式により２校、親子方式により３校で実施

することとしており、中学校31校中15校の学校で

完全給食を実施することとなりました。

未実施校16校の実施計画についてでございます

が、平成15年度に保温食缶配送方式により７校、

親子方式により１校、平成16年度に保温食缶配送

方式により６校、親子方式により２校で実施する

計画を予定しております。

したがって、平成16年２学期からは、保温食缶

配送方式により19校、親子方式により８校、自校

方式により４校で全中学校の完全給食を実施する

よう予定をしているところでございます。

また、民間委託の保温食缶配送方式と親子方式

の経費の比較についてでございますが、400人規

模の学校において実施することとした場合、食材

料費を除いた人件費、委託料、維持管理費等の１

食当たりの経費は、およそ保温食缶配送方式が20

2円、親子方式が250円となっており、保温食缶配

送方式の方がコスト的には低コストとなっており

ます。

以上でございます。

○５番（柳川八百秀君） ありがとうございました。

ただいまご答弁をいただきましたけれども、ど

うしても、平成15年に８校、平成16年に８校とい

う、２カ年に分けて計画を立てておられるようで

すけれども、考えてみますと、中学校は３年間で

す。そういう意味では、現在の２年生、３年生の

生徒の皆さんは、給食の導入の恩恵といいますか、

給食を食べることはできないという現実になるわ

けですけれども、どうして、１年間に８校ずつし

か導入できないのか。

今、お聞きしますと、民間委託で７校、親子で

１校、次の16年度は、民間委託６校、親子で２校

でしょう。これは民間の皆さん方に十分、給食メー

カーと相談をしていただければ、まだ１年とはい

いませんが、半年以上あるわけです。

そういうことで、私自身は来年から全校できる

んではないかなというふうに思っておりますけれ

ども、どういう理由で、あるいはどのような問題

点があるのか、ここだけ１点ご答弁をいただきた

いと思います。

○教育長 (梁瀬忠男君) 年次的な実施計画という

ことで、今、計画をしておりますが、その考え方

でございますけれども、いろいろ経過、議論の中

で、親子方式による方式も極力実現できるように

というような保護者の方、議会との論議の中でも

あったろうと思います。

そういった中で、私どもも親子方式についてで

きるだけ取り入れられるようにということで随分

検討をいたしました。その中で、やはり親子方式

となりますと、その学校に隣接する小学校の施設

の受け入れの部分がございます。そういったとこ

ろを検証したり、そのことが一つの原因としてあ

ろうかと思います。そしてもう一つは、委託方式

の食缶の部分でございますけれども、やはり給食

のいろんな安全性とか、そういったことの中から、

業者の方にもしっかりした施設基準等を整えてい

ただこうと、そういった中で、業者の方でも随分

いろんな改善もお願いしたし、今後のふえていく

ものについても、いろいろ施設の整備に投資をし

ていただくとか、こういった部分が一つありまし

て、大きくはこのような２点の上から、２カ年、

３カ年、４カ年にはなりますが、年次計画で実施

をしようというふうにしたところでございます。

以上でございます。

○５番（柳川八百秀君） ご答弁をいただきました

けれども、保温食缶方式を採用したわけですから、

給食を食べる人にとっては、どこでつくったもの

でも、民間でつくろうと、親子方式でつくろうと、

同じ物なんですよね。距離の問題だけだと思って

いるわけです。

そういうことで、親子方式でせんといかんと、

どこでどう決められたのかよくわかりませんけれ

ども、今の計画でいきますと、市長公約を掲げて、

市長に就任してから10年でやっと中学校の完全給

食が実施されることになります。このことは、私
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は、時間は別にして評価をいたしておりますけれ

ども、次の段階での検討になるというふうに思い

ますけれども、私、ちょっと民間の関係で調べて

みました。そうしますと、ある民間給食メーカー

の１食当たりのコストなんですけれども、材料費

が260円ということで調理をしているわけですけ

れども、材料費を除いたコストは、１食当たり

150円というところも現実に長崎に存在をいたし

ております。これと比較して、先ほどご答弁をい

ただきましたけれども、親子の場合は250円、民

間の場合は200円と安くなっておりますけれども、

現在、小学校の給食コストの最高は１食1,157円

というところもあります。150円に比較すると８

倍です。今、牛丼は280円ですよね。そういう意

味では材料費込みなんですけれども、長崎ちゃん

ぽんは380円、そういう価格破壊の時代にも入っ

ております。こういう価格も考慮していきますと、

長崎市の財政も非常に厳しくなっていくわけです。

これ、１食の単価を比べていますので、別ですけ

れども、中学校の生徒１万3,000人、あるいは小

学校は２万3,000人ぐらいおられます。３万6,000

人、１年間ですから相当な金額になるわけです。

そこで、安全や味、品質が十分確保できるよう

な、伊藤市長が言われる日本一のソフト事業を確

立していただいて、小学校、中学校の給食全体を

一体的に見直していただきまして、民間活力も導

入した全体的な検討をしていただきたいというふ

うに、まず要望をいたしておきます。

それから、次の新市立病院の関係について質問

をさせていただきます。ご答弁をいただきました

けれども、先ほど質問の中でも述べさせていただ

きましたけれども、この建設問題には、本当に長

い歴史があります。私も少し調べさせていただき

ましたら、昭和58年の行政改革大綱からスタート

したのではないかなというふうに思っております

が、昭和57年の決算で31億円を超える巨額の累積

赤字があるということで、このままいけば、将来、

累積赤字は膨大になると予想されるので、抜本的

な経営改善策の充実がこの段階で求められており

ます。そのことで、両病院の一本化の検討も含ん

だ７項目の答申といいますか、提言が出されてお

ります。

現在、この58年から18年が経過したわけですけ

れども、予想どおり膨大な額に膨れ上がり、約３

倍のほぼ90億円の累積赤字を抱える事態となって

おります。この間、議会においても、平成７年、

平成８年、12年と三度の特別委員会が設置され、

その時々の状況について検討がなされてきました

が、平成12年の決算委員会で、平成11年度長崎市

病院事業会計の不認定を受け、平成12年に設置し

ておりました特別委員会より、調査報告というこ

とで取りまとめられております。その内容は、概

略ですけれども、現市立病院の経営健全化を最優

先に行うこと、それから市立病院基本計画の抜本

的な見直しも行うことなどの意見だったというふ

うに思っております。この報告書でも経営健全化

を最優先に取り組むというふうに要請しておりま

すが、私は、並行して建設に向け、基本計画の精

査や変化していく医療環境に合わせた検討も行う

必要があるというふうに思っております。

今、伊藤市長の方から、ほぼつくることは決め

ているんだと、ただ、あと場所とか中身とかにつ

いて検討をしていくということで、市立病院を断

念したわけではないというふうに受けとめました

ので、現在、病院管理部内では、新病院の検討、

こういうものについて、規模も縮小されたようで

すけれども、どのように行っているのか、この点

についてお伺いをいたしたいというふうに思いま

す。

○病院管理部長 (古賀研二君) 新市立病院に関す

る再質問にお答えをいたします。

新病院の建設については、経営健全化と並行を

して医療環境の変化に応じた検討を行っていく必

要があるというご指摘でございますが、その点、

私どもも十分理解をできるところでございます。

したがいまして、私どもは現在、経営健全化に

真剣に取り組んでいるところでございますけれど

も、そういう状況の中で、国における医療政策の

動向、長崎市域保健医療圏や市内の民間医療機関

の動向、あるいは県立病院の統廃合に関する問題

などもございますけれども、そういう新市立病院

のあり方に影響があるような情報の収集に努める

とともに、他都市における新病院建設の事例の調

査を行うなど一定の努力は続けているところでご

ざいます。しかしながら、市立病院基本計画の見

直しなど、具体的な検討につきましては、経営健
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全化が進み、収支バランスの取れた財政運営がで

きるようになった時点で、これらの情報や事例、

その分析等をもとに集中的、専門的に取り組みた

いと考えておりますので、ご理解願いたいと思い

ます。

以上でございます。

○５番（柳川八百秀君） 今のご答弁では、情報収

集といいますか、状況を把握している段階だとい

うことで、具体的な新市立病院の関係には着手し

ていない。ただ、現市民病院、成人病センターの

経営健全化に最善を尽くしているんだというふう

にご答弁をいただいたというふうに思うんですけ

れども、私、ことしの２月に同僚の緒方議員と一

緒に高知市の新病院建設について行政視察で勉強

に行かせていただきました。ご承知だと思います

けれども、この新病院は、県立病院と市立病院を

統合して、全国でも初のＰＦＩ方式の建設を行お

うといたしております。この計画が立てられまし

たのは、平成11年度に基本計画を策定いたしまし

て、平成16年度に開院、それからオープンと、こ

のようなスケジュールで今、進められております。

このことでも、最終決定を行っても５年間がかか

るというふうな状況であります。

こういう意味では、既に病院の関係にも全国に

はＰＦＩでの建設がスタートをいたしております

ので、長崎市もこのようなＰＦＩの方式を取り入

れていくと、このような検討も進めていただきま

して、あわせて長崎市内の医療施設のバランスも

十分考慮していただきまして、現在地を含めた、

現在の病院の近く、具体的には今、長崎県が進め

ております常盤・出島地区のアーバン地区にでも

最適ではないかなと私は思っております。

そういう意味では、長崎県と十分協議をいただ

きまして、早急に決断をして、建設に向けて伊藤

市長の前向きな決断を要請したいというふうに思

いますけれども、この件について何か所見があれ

ばお聞かせいただきたいと思います。

○市長 (伊藤一長君) 柳川議員の再質問にお答え

をいたしたいと思います。

いずれにいたしましても、先ほど本壇でもお答

えいたしましたけれども、議会での特別委員会、

あるいは議会でのこれまでの長い間のご質疑等を

含めて、また、私ども行政内部の検討、また、医

師会を含めた医療関係者、市民の皆さん方との協

議、三位一体という形で相当数の議論が出尽くし

たというふうに私も判断をしております。

ですから、あとは場所をどこにするのか、規模

をどうするのか、小児とか緊急性とか、そういう

ふうなものを含めて、どういうふうな部門になる

のか、そういうふうな形での、いわゆる最後の詰

めの段階に来ているのではなかろうかなというふ

うに思います。

アーバンの問題が出ましたけれども、場所の問

題で。県が無償で貸与するよということだったら、

これは大きく前進すると思います。ただ、しかし、

現実にはなかなかそれは県もまだ、アーバンもあ

れは起債でやっています事業ですから、そういう

ふうには相ならないのではないかなということを

含めて、いずれにいたしましても、場所の問題、

皆さん方も想像がつくと思いますが、大体、もう

出尽くしているのではないかなというふうに思い

ますので、いずれにいたしましても、最後の詰め

を間違いのないように、しかも、市民の合意事項

という形でこれは進めていきたいというふうに思

いますので、よろしくお願いいたしたいと思いま

す。

○５番（柳川八百秀君） ぜひ最後の詰めを行って、

建設に向けてスタートをしていただきたいという

ふうに要請をしておきたいと思います。

次に、漁港管理条例の関係について再質問をさ

せていただきたいと思いますけれども、現在、長

崎市の管理漁港にプレジャーボート等が何隻係留

されているのか。そして、使用料は年間幾ら入っ

てきているといいますか、収入があるのか。徴収

率はどうなっているのか。この点について、まず

お伺いをしたいというふうに思います。

それから、その使用料の関係ですけれども、私、

導入後の平成９年６月議会でこの件について質問

をさせていただきましたけれども、この時点での

私の理解では、使用料については、主に漁港の環

境整備の財源に充てていくというふうに理解して

おりましたけれども、この使途について、どのよ

うに使われていっているのか。この点についてお

伺いをさせていただきたいと思います。

○水産農林部長 (井上 功君) 再質問にお答えさ

せていただきます。

平成14年第５回定例会・第３号（９月６日）

― 151 ―



プレジャーボート等の使用料徴収金額は、平成

９年度は1,562万円で、平成13年度は1,468万

3,000円となっております。

使用料の徴収率につきましては、平成13年度を

例に取りますと、使用許可申請隻数431隻に対し

徴収済み隻数は415隻となり、徴収率は約96％と

なっております。

また、同年度の現地調査確認隻数550隻に対し

徴収済み隻数は415隻となっており、徴収率は75

％となっております。これは使用許可手続きがな

されていないプレジャーボート等が存在しますの

で、低い徴収率となっており、徴収率改善のため

に漁協と協力し、文書による指導や現地巡回等の

指導強化を図っているところでございます。

次に、使用料の具体的使途につきましては、プ

レジャーボート対策に係る維持管理経費の財源に

充当しております。平成９年度から平成13年度ま

での５カ年間の使用料収入の合計金額は7,461万

7,000円、平成９年度から平成13年度までのプレ

ジャーボート対策に係る経費として支出した合計

金額は7,957万9,000円となっております。そのう

ち、主な経費といたしましては、新三重、福田、

深堀、網場、戸石の各漁協に対する業務委託費

5,491万円で、主な委託業務内容は、施設利用者

への誘導、施設内の清掃、申請受付事務、係留場

所の確認や係船指導などとなっております。その

ほか、係船護岸の整備に787万1,000円、タラップ

設置に428万2,000円、係船環設置に36万9,000円、

看板設置に134万5,000円、照明灯その他の修繕に

511万8,000円などとなっております。また、別途、

漁港高度利用活性化対策事業や漁港漁村活性化対

策事業などの補助事業により、網場漁港、福田漁

港、深堀漁港の整備をいたしてまいりました。

以上でございます。

○５番（柳川八百秀君） ご答弁をいただきまして、

長崎港の漁港には550隻のプレジャーボート等係

留をされているということなんですけれども、こ

この中で、５年間で収入が7,461万7,000円、平成

12年度の１年間で見れば約1,000万円強ですか、

このくらいの金額が入ってきて、５年間で7,461

万7,000円。いろいろ環境整備にも努力して、国

の活性化対策事業とか、そういう港湾整備事業で

漁港の活性化整備を行っておるわけですけれども、

ミクロの段階で少し小さくなりますけれども、こ

の使用料の使途の考え方についてお聞かせをいた

だきたいと思います。7,461万7,000円入ってきて、

5,491万円ですか、漁協の委託料ですよね。これ

は今、説明をいただきましたけれども、具体的に、

私は、漁業者にとっては、漁港は一つの自分の職

場でもあるというふうに思うわけですけれども、

そういう中を清掃したり、いろんな管理をしてい

くというのは、一つの業務の一環でもあるという

ふうに思っているわけですけれども、この使用料

をですね、お金に名前は書いていませんけれども、

入ってきたお金の３分の２以上を委託料に充てて

いるということなんですけれども、この委託料の

中身、そして、出す算定根拠、この辺はどのよう

になっているのか、お伺いをいたします。

○水産農林部長 (井上 功君) 委託料の中身でご

ざいますが、平成13年度、タラップ３基26万

2,500円、看板３枚16万7,706円、一応、こういう

具体的な内容でよろしいでしょうか。一応、確認

を。

○議長（鳥居直記君） 質問者は、委託料の内訳が

どうなっておるのかという質問ですから、きちん

と答えてください。

○水産農林部長 (井上 功君) (続) お答えいたし

ます。

漁港維持管理費といたしまして、タラップとか

係船環とか印刷製本費、漁港賠償責任保険、備品

購入、そういう形で委託料を使っているというふ

うに考えております。そういうふうにしておりま

す。

以上でございます。

○５番（柳川八百秀君） ちょっと質問の仕方が悪

かったのか、よくわかりませんけれども、7,461

万7,000円収入が入ってきましたと、そして、タ

ラップをつけたりいろいろするのに700万円とか、

看板を設置したり照明をしたりするのに500万円

とか100万円とか５年間使ってきましたと、それ

は十分わかるわけですよ。ただ、３分の２の

5,400万円を各漁協に委託料として支払っている

わけでしょう。そしたら漁港施設の管理、遊漁船

の管理、使用料の徴収事務とか、いろいろそうい

うものに支払っているわけでしょうが。その辺の

基準も含めて、どういうことをお願いするために
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委託料を出しているのか。

そしてまた、この漁港管理条例を制定する平成

８年前ですね、この時点で漁港の管理を漁協に委

託料を払っていたんですか。そこら辺もあわせて

お伺いをいたします。

○水産農林部長 (井上 功君) 遊漁船に関する委

託料は、平成８年前は払っておりません。

それと、この６漁協、5,491万円の委託の内容

ですけれども、先ほどもご説明をいたしましたと

おり、施設利用者の誘導、施設内の清掃、申請受

付事務、係留場所の確認や係船指導などの内容の

名目で委託料を出しております。

以上でございます。

○市長 (伊藤一長君) 柳川議員の再質問にお答え

をいたしたいと思います。

プレジャーボートもそうでありますし、漁協に

登録した漁船もそうでありますけれども、そうい

うお金の問題の出し入れがどうなっているのかと

いう問題でございまして、これは今、海洋レジャー

が非常に盛んになってきておりますし、そういう

水産業の振興も含めて、また、漁場の管理も含め

て、私は、21世紀は環境の世紀と言われておりま

すので、大事なことだというふうに思います。

ただ、県が直接、かつては行っていたときと、

その後、いわゆるそういう漁港の整備は県の方で

しながら、後の委託管理は市を経由して漁協の方

でやっているというところの、そういうふうな一

時期で委託管理方式が変わったということも一部

あろうかというふうに思います。

柳川議員さんのご質問の中身、ご指摘は私もよ

く理解できますので、その年度の問題、委託管理

のあり方の問題、そういう問題をよく調査、年度

の問題もございますので、精査をして、よければ

委員会か何か、そういうふうな所管のところにで

もご報告をさせていただきたいというふうに思い

ますので、よろしくお願いいたしたいと思います。

○５番（柳川八百秀君） 私は、金額の中身の、金

額の話を幾ら幾らとするつもりは全くありません。

ただ、収入に対して、割合が7,000万円、例えば

事業でも一緒ですけれども、収入があるのに、

5,000万円は経費として払うと、こういう考え方

といいますか、こういうものがどうしても納得が

いきませんでしたので、質問をさせていただきま

したけれども、ぜひこういう漁協への管理委託の

算定根拠、こういうものを明確にしていただきま

して、徴収した多くの使用料が係留施設の環境整

備に充てられて、漁港が漁船とプレジャーボート

がお互いに利用しやすくなりまして、そして環境

を整備することによって、今、不法係留も行われ

ているようですので、この方々にも、ぜひご理解

をいただいて、河川等に係留をしているプレジャー

ボートをきちんした係留場所にとめていくと、こ

ういう指導もよろしくお願いしたいということで

要望をいたしまして、私の質問を終わらせていた

だきます。

○議長（鳥居直記君） 次は、36番中田勝郎議員。

〔中田勝郎君登壇〕

○36番（中田勝郎君) おはようございます。

質問通告に従い、市長並びに関係部長に質問い

たします。

世界に例を見ない日本の少子・高齢化の急速化

など、近年の社会構造の激変は、社会の経済、環

境に大きな影響を及ぼして、私たちは、過去、全

く経験したことのない時代を生きているといえま

す。国の合計特殊出生率は1.33と、過去最低を記

録し、依然として少子化傾向は続いています。こ

れに対し、長崎市は1.27、県は1.52の出生率であ

ります。

このように極めて低水準であることを政府は重

視し、女性が子どもを産みやすく、育てやすい社

会を目指して、新エンゼルプランを策定し、保育

制度など改革を進めています。

また、少子化に対し、長崎市も子育て支援計画

を策定し、子どもたちの健やかな成長と子育て支

援社会の構築に全力を挙げ、児童関係の予算だけ

でも100億円を超えています。

市長も結婚式等の祝辞の中で、長崎市の人口が

減っていることに触れ、子どもを多く産んでいた

だくよう言っていると聞いていますが、長崎市も

昭和56年から59年の45万人をピークに、その後減

少し、ことしの７月１日現在では42万327名であ

ります。この現象は、少子化だけでなく、近隣に

住居を多く市民が求めたこと、また、若い人たち

の働く場が少なく、学校を卒業しても県外に職を

求めたことなどが挙げられます。また、人口増や

出生率は、私は、経済の動向にも左右されるよう
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